
28年調査事項と24年調査事項との対比表（【15】～【23】調査票産業特性事項）

平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

この事業所に従事している人の男女計、毎月末現在数（【17】製造業）
●従業者数を26年基礎調査に合わせ表頭と表側を入替えに伴う変更

２面（【17】製造業）
●工業統計調査に合わせレイアウト変更

人

人

(3)が30人以上の場合、(4)を記入してください。

(3) 常時従事者数

この事業所に従事している人の男女計を記入してください。
（⑦－⑥－⑧＋⑨＋⑩）

(3 )常 時従事者数から①と②を除いた人の毎月末現在数を記

入してください。（平成23年1月から12月までの合計）

(4) 常用労働者毎月末現在数の合計

－ 54 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（削除）

８時間換算雇用者数（【18】卸売業、小売業）
●従業者数を26年基礎調査に合わせ表頭と表側を入替えに伴う変更

商品手持額
●調査事項から削除

店舗形態（【18】卸売業、小売業）
●審査の効率化を図るためにコンビニエンスストアを追加

－ 55 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

医療、福祉の相手先別収入割合（【19】医療、福祉）
●調査項目名を「医療、福祉事業の収入の相手先別収入割合」から「医療、福祉の相手先別収入割合」に変更

医療、福祉の事業収入内訳（【19】医療、福祉）
●調査項目名を「医療、福祉事業の収入の内訳」から「医療、福祉の事業収入内訳」に変更

－ 56 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

事業所の形態、主な事業の内容（【19】医療、福祉）
●番号06の内容例示を追加

－ 57 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

事業の種類（【20】建設業、サービス関連産業A、学校教育）
●日本標準産業分類の変更に伴い「商品投資業」を「商品投資顧問業」に、「共済事業・少額短期保険業」を「共済事業、少額短期保険業」に名称変更。
「幼保連携型認定こども園」を選択肢に追加

－ 58 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【21】調査票　１面

施設･店舗等形態（【22】サービス関連産業B）
●分類番号を３桁に変更

－ 59 －


